
京 都 府

平成25年度当初予算案
及び

平成24年度2月補正予算案
(緊急経済対策)

の概要
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予算編成の基本方針

①重点的防災・減災対策
②緊急経済対策

・中小企業の緊急経営支援対策
・地域再生への基盤対策

③人づくりによる緊急雇用対策

～予算編成の３つのポイント～
１．国経済対策を踏まえ㉔補正と㉕当初を同時編成した

切れ目のない１４か月予算で経済再生を目指す

２．現下の緊急課題へ集中投資を行う

３．「明日の京都」の実現に向けて「積極的な予算」
編成を行う

①府民安心の再構築
②地域共生の実現
③京都力の発揮
④みやこ構想



○平成24年度2月補正(緊急経済対策)

４７，９４５ 百万円台

○平成25年度当初予算

９００，６３７ 百万円台 （Ｈ２４当初比100.7％）

3

㉔補正＋㉕当初の同時編成～１４か月予算～

投資的経費の対前年度比133％の H24補正、H25当初、あわ
せて（１4か月予算）

948,582百万円台 （Ｈ２４当初比106.0％)

【参考】 Ｈ２４当初 894,549百万円



３つの緊急対策 （その１）

「重点的
防災・減災対策」



5

重点的防災・減災対策

◆古川等、昨夏の南部豪雨被害の都市河川を５年計画で集
中改修

集中豪雨重点対策事業費

◆災害時の避難・救助 をはじめ、物資の供給に欠くことので
きない緊急輸送道路の強靱化を進める

（橋りょうの補修・補強 道路法面の強靱化）

道路・橋りょう等緊急強靱化対策費

○集中豪雨や南海トラフ巨大地震等に備えるため各防災対
策を集中的に実施

緊急防災安全基盤づくり推進費 約250億円の
重点投資

南部中小都市河川改修への集中投資

橋りょう改修：９４．３％

Ｈ２７ 100% 達成

充

充

２４，９６１百万円
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重点的防災・減災対策

◆学校や警察署等の防災拠点の耐震化

□防災拠点耐震化率 ㉕ ８６．２％

うち府立学校耐震化率 ㉕ ８８．０％

防災拠点施設耐震化強化対策費

原子力防災対策事業費

◆集会所等避難所の被ばく放射線量低減設備整備

◆放射線測定用可搬型ゲートモニター等広域避難用資機材の
整備

原子力災害対策施設等緊急整備事業費

○万一の事故の際の府民の安全確保対策

㉕目標８０％を超える耐震化の達成

充

新

９１９百万円



３つの緊急対策 （その２）

「緊急経済対策」
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中小企業緊急経営支援事業費

◆中小企業再生支援短期（つなぎ）融資の創設

・ 融資期間 運転資金１年以内

・ 融資限度額 ８，０００万円
（セーフティネット保証利用の場合は別枠で同額利用可）

◆経済変動・雇用対策融資限度額の拡充（3,000→8,000万円）

緊急経営安定支援事業費

○中小企業金融円滑化法の期限切れをにらみ、中小企業の
資金繰りなど安定的な事業継続を支援

中小企業再生に向けた緊急対策１

緊急経済対策

新

充

９８，２０１百万円
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◆黒字廃業が５００社にものぼる中、事業承継・事業転換時
の支援を実施し、中小企業の維持･発展を目指す

・「事業継続支援専門チーム」の設置

・経営計画策定、資金調達、技術開発、販路開拓をワン
パッケージで支援

・京都産業21に設置

中小企業事業継続支援センター創設事業費

緊急経済対策

新

３１１百万円
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◆ 「商店街プレミアム商品券」の発行を支援し、長引く景気
低迷で厳しい状況にある地域経済を刺激

(介護保険返戻事業にも活用）

・ 対象経費 商品券事業のプレミアム負担分
・ 補助率 １／３

◆伝統産業の新展開やＩＣＴを活用した販路拡大を支援

緊急内需開拓事業費

◆電力コスト上昇の影響を受ける中小企業の固定経費の
削減支援

中小企業緊急電力コスト負担軽減事業費

緊急経済対策

新

充 ５２９百万円

３１８百万円
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投資的経費 127,978百万円台（14か月予算）

（対24当初比133.1% 約31,759百万円増）

Ｈ２５当初分 100,703百万円台（対２４当初比104.7%）

Ｈ２４補正分 27,275百万円台

うち単独事業 56,702百万円台（対24当初比110.3%） 地財計画： 96.9%

＋

緊急経済対策

地域再生への基盤対策２

地財計画： 98.0%



お
12

◆バルク用上屋の整備

◆大型船係留用係船柱の整備

◆安心・安全で快適な鉄道運行に必要なリニューアル設備投資を
支援 （普通車両の冷房装置更新・内外装リニューアル等）

京都舞鶴港外航クルーズ船等受入環境整備費

北近畿タンゴ鉄道リニューアル支援費

緊急経済対策

道路網の整備

充

充

充

８８０百万円

１２０百万円

◆京都縦貫自動車道、野田川大宮道路、八幡インター線等の整
備促進、国道４２３号(法貴峠)の整備着手



◆府民公募型整備事業費
対象を安心・安全整備に加え、景観整備を追加

◆北山文化環境ゾーン整備
新総合資料館、教養教育共同化施設、植物園の整備

◆丹後新時代産業育成事業費
織物・機械金属振興センターに大型設備導入

◆地域包括ケアを支える基盤整備
特別養護老人ホーム等の整備促進

地域元気づくり基盤整備事業費

◆市町村とも連携し、町並みの修景事業の実施
◆築港100周年を迎える京都舞鶴港の環境整備

美しい京都づくり事業費

13

○地域の元気臨時交付金を活用した生活基盤づくり

緊急経済対策

３３．５億円 ５０億円

新

充



３つの緊急対策 （その３）

「人づくりによる
緊急雇用対策」
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人づくりによる緊急雇用対策
～２２，０００人雇用創出～

人づくり重点強化事業費

◆就職力の徹底指導で約800人を就職に結びつける

ＪＰカレッジ事業費（京都式人づくり事業）

特定スキルを身につけたい

ＯＪＴ型で基礎力を身につけたい

社会人としての基礎力を身につけたい

離職者訓練

高校新卒未就職者
緊急対策事業費

ＪＰカレッジ事業新

継

継

緊急雇用対策事業費
◆新卒者等若者の人づくり

◆中小企業を支える人づくり

◆福祉・地域力再生分野の人づくり

◆農林水産業・地域資源活用分野を担う人づくり

約３，４００人
雇用創出

このほか福祉人材6,000人確保事業等により雇用を確保

充

２，４６４百万円

６，３８５百万円



「明日の京都」
の実現
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「明日の京都」の実現

地域力再生対策
大学のまち京都づくり
地域魅力創造対策
女性の活躍支援対策

京都式地域包括ケア推進
医療・健康対策
精神科救急対策
がん総合対策
安心実感対策
子育て対策
いじめ・非行対策
学力対策

中小企業対策
障害者雇用対策
「海の京都」づくり
「エネルギー自給・京都」実現
京力農林水産発展対策
文化承継･発展対策
スポーツ拠点強化対策

府民安心の
再構築

地域共生の
実現

京都力の
発揮

１４のみやこ構想への重点投資みやこ構想



「明日の京都」の実現

「府民安心の
再構築」
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□京都式地域包括ケア
３大プロジェクトの推進

～高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる

｢安心社会｣に向けて～

１．認知症プロジェクト
認知症治療支援体制の確立

２．リハビリテーションプロジェクト
リハビリテーション提供体制の整備

３．看取りプロジェクト
看取り体制の整備・検討

京都式地域包括ケア推進
～認知症・リハビリ・看取りの３大プロジェクト～



京都式地域包括ケア推進
～認知症・リハビリ・看取りの３大プロジェクト～

１．認知症プロジェクト推進事業

◆認知症疾患医療センターを全医療圏域に設置

認知症疾患医療センター設置費

◆専門チームが初期の症状を確認し、早期支援を実施

初期集中支援チーム設置事業費

◆認知症に対する相談窓口の設置

認知症コールセンター設置費

○相談→治療の一貫支援

20

府内８か所 充

新

新

１５１百万円



２．リハビリテーションプロジェクト推進事業

◆機能訓練室等の整備等に対する助成

回復期リハビリテーション病棟整備促進事業費

◆リハ医・専門職を養成し、回復期病院等とのマッチングを促進

リハビリテーション医・専門職養成事業費

○急性期→回復期→維持・生活期の一貫支援

21

リハビリ医２００名養成

京都式地域包括ケア推進
～認知症・リハビリ・看取りの３大プロジェクト～

継

新

１２８百万円



３．看取りプロジェクト推進事業

◆京都式看取りプログラムを策定

（地域包括ケア推進機構に「看取り検討部会」を設置し検討）

①緩和ケア病棟の整備

②病院や薬局との連携

③訪問看護等在宅支援体制 等

◆医師、看護師、ケアマネジャー等の連携事業検討や対応力の
向上研修

京都式看取り対策事業費

○多死化社会の課題に挑戦

【死亡の場所別に見た割合 病院76.2％ 自宅12.5％（Ｈ２３）】

【死亡者数 ２０１０年 約１２０万人 ２０４０年 約１６７万人】

22

京都式地域包括ケア推進
～認知症・リハビリ・看取りの３大プロジェクト～

新

５百万円



◆救急室の拡張、手術室改修、機器整備 23

医療・健康対策

北部医療センター（与謝の海病院）機能強化費

◆総合診療科の設置
高齢者の多い地域事情を踏まえた医療の実施

◆地域医療学講座の設置
北部をフィールドとして総合診療力を備えた医師を養成

地域医療機能充実費

◆北部医療センターの医師を増員し、府北部地域医療機関へ
の医師派遣日数を大幅増（延べ約300日 延べ約2500日）

医師派遣機能充実費

施設設備整備事業費

○北部医療センターの機能強化を図り、府北部地域の医療提供
体制を充実

北部地域医療機関の
外来診療日数等の増

新

１，１５３百万円
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◆府北部地域における精神科救急の輪番体制の構築

◆北部３病院の輪番制により、夜間・休日の精神科救急体制整備

◆実施機関 舞鶴医療センター、もみじヶ丘病院、

東舞鶴医誠会病院

北部精神科救急輪番体制整備事業費

精神科救急医療連携強化事業費

◆精神疾患と身体疾患を有する合併症患者用の空床を確保し、円
滑に治療を受けられる体制を構築

精神科病院と

一般病院の

連携システム

精神科救急対策

精神科救急緊急整備事業

１

２

新

新

１６百万円

１２百万円



◆患者や家族の不安・悩みを受け止める総合相談支援窓口
の設置 25

◆がん検診受診率の向上を図るため、市町村の取組を支援

市町村休日総合がん検診支援事業費

◆がん経験者・医療従事者によるがん教育・受診啓発の実施

生命のがん教育推進プロジェクト事業費

がん総合相談支援費

がん対策総合推進事業費

いのち

○がん検診受診率の向上をはじめ、がん教育の推進、相談支援
の強化、がん医療提供体制の充実等、総合的ながん対策の推進

がん総合対策

新

新

新

６５７百万円



◆カーナビデータを活用した潜在的危険箇所の把握による対
策の実施 26

安心実感対策

◆府民協働防犯ステーションを１０か所増設

府民協働防犯ステーション設置事業費

◆ゾーン３０の設定
(速度制限やハンプ等の設置による速度抑制対策）

◆無謀運転検挙チームの設置

交通死亡事故抑止対策強化費

通学路等事故防止対策事業費

安心･安全なまち「京都」 づくり事業費
○犯罪や事故の危険性が小さい社会の実現を目指し、防犯活動
の充実や交通事故防止のための取組を推進

～刑法犯認知件数ピーク時の半減達成
さらなる安全を目指す～

全交番･駐在所に

設置完了

(２９０か所)

充

新

新

３９７百万円
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子育て対策

きょうと子育て支援センター事業費

◆在宅療養児支援チームの設置

在宅療養児支援連携事業費

◆児童虐待・ＤＶ被害者支援チームによる生活支援

寄り添い型家庭支援事業費

○こども・子育てに係る事業を積極的に推進するため、

「きょうと子育て支援センター（仮称）」を設置

新生児期

子育て期

家庭支援

未入園児一時保育事業費

保育士人材確保対策事業費

◆保育所、幼稚園に子育て家庭が登録し、相談事業や、
保育所での一時保育を実施

◆潜在的保育士の就職支援や就業継続支援

ひとり親家庭等の子の居場所づくり事業費

◆生活困窮やひとり親等の家庭に対し、親と子各々に仲
間づくりや交流の場を提供

新

新

新

新

継

２１３百万円



◆いじめの芽を摘む、いじめ対策専門指導員の配置

（未解決いじめ問題の早期解決）

◆ＰＴＡと連携したいじめ・非行防止対策 28

いじめ・非行対策
～刑法犯少年検挙件数の減少を加速化～

◆府北部に立ち直り支援チーム「ユース・アシスト」を配置

◆非行事象が多発する地域へスクールサポーターを集中投入

青少年再チャレンジ支援事業費

緊急いじめ対策事業費

いじめ･非行問題対策事業費

◆非行少年の立ち直り等に向けた寄り添い型の支援

寄り添い型家庭支援事業費

○刑法犯少年検挙件数

㉓２，２５７件 ㉔約１，６８０件 ㉕更なる減少へ

再掲 新

充

充

１５５百万円

４２百万円

２７４百万円



◆大学の研究室と連携した探求型学習（スクールラボ）等の実施

◆各学校が設定したテーマに応じた特色づくりを支援

◆１年生（入学時）の学力診断テストの実施

◆２年生の学力アップ集中講座（土曜日を活用）の実施

◆学力向上サポートチーム設置により土曜日教育の充実

29

学力対策

中学生学力アップ促進事業費

府立高校特色化事業費

３年以内に全国
トップ１０を目指す

充

充

１３１百万円

６３百万円



「明日の京都」の実現

「地域共生の実現」
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地域力再生対策

◆多様な地域力による地域再生活動を徹底支援

→立ち上げ期だけでなく子育て支援や地域美化活動など公共
的な活動については継続支援

◆ソーシャル・ビジネスで地域課題の解決に取り組む活動を支援

→地域課題解決に必要な期間（最長3年間）を継続支援

ＮＰＯ活動支援融資事業費
◆ＮＰＯ法人の事業規模拡大に対応した利子補給の対象とな
る融資限度額の引き上げ（１，０００千円→５，０００千円）

地域力再生交付金

公共的活動とソーシャルビジネスの徹底支援

6年間で延べ3,125件の活動を支援

充

充
３００百万円

１百万円



大学のまち京都づくり

◆地域活動を希望する学生の受入体制の構築

「京都ギャップイヤー」事業費

大学のまち・京都推進事業費

32

○学生が地域でいきいきと活動する京都づくりを推進

「京都ギャップイヤー」
①オール京都体制による制度の創設
②府内全域での受入プログラムの展開
③１年を通して実施

◆大学に関する各種規制の特例措置等を調査し、構想を策定

大学ユートピア特区構想事業費

新

新

３９百万円



33

大学のまち京都づくり

大学のまち京都留学生応援事業費

※民活方式で次の施設を改修･管理 合計１２０室程度（既存施設とあわせ150室程度）
①元第二日赤看護専門学校寮（さつき寮） ②元府立医大看護師寮（みずき寮）

Ｈ２５．９供用開始予定

◆「きょうと留学生オリエンテーションセンター（仮称）」の整備

◆日本の生活に不慣れな留学生を支援する「留学生オリエン
テーター」を各センターに配置

充



◆仕事と生活の調和のための環境づくりに組む企業に社労士等
アドバイザーを派遣し、在宅勤務等の導入を支援

◆在宅勤務等の多様な働き方を進める事業所を支援

・対象経費 在宅勤務にかかるシステム構築、機器整備等
・補助率 １／２
・補助対象 上記アドバイザー派遣を受けた中小企業から公募

で選定 34

地域魅力創造対策
女性の活躍支援対策

女性の活躍（ＷＬＢ）支援事業費

新堀川魅力創造事業費
◆「アートと交流」をテーマに民間活力による堀川通りの新たな魅力
づくり

◆「西陣アート＆クラフトセンター(仮称)」・「留学生センター(仮称)」
の整備

新

充 ８１百万円

３百万円



「明日の京都」の実現

「京都力の発揮」



◆研究開発を支援し京都企業の新たな製品開発を支援

◆産学公連携スーパーコーディネータ設置によりシーズ発掘から
製品化までを一貫支援 36

中小企業対策

◆大学との連携による中小企業の試作拠点を中小企業技術セン
ター内に設置

大学連携試作事業費

連携型イノベーション研究開発事業費

ものづくり未来技術推進事業費
○京都産業育成コンソーシアムに「スーパーコーディネータ」を配置、
オール京都体制で中小企業の新展開を支援

支援対象：
製品化の障害となっている中小企業の技術課題を大学との連携により解決を図る取組等
○補助対象 研究開発経費 ○補助率：１／２（上限額 ３，０００万円）

新

充

７２２百万円



◆「京都府上海ビジネスサポートセンター」にプロジェクトマネジャー
を配置し、 「チーム京都｣（中国市場に進出する京都の中小企業で
構成）の販路拡大等を支援

◆観光・小売・サービス業を担う人材を育成・供給し、新たな事業展
開を支援

・中小企業人財確保センターと連携し観光産業等を担う人材を育成

中小企業対策

観光・サービス人づくり事業費

グローバル展開事業費

37

ＯＪＴで５０人の人材育成と５０の旅館や店舗等のマッチングを実施

充

新 ２１９百万円

１１６百万円



38

障害者雇用対策

◆障害者職業能力開発推進ネットワークの構築

・特例子会社等の設立促進

・京都ジョブパークに障害者職業能力開発プロモーターを配置

◆法定雇用率達成必要企業(724社)を集中訪問

障害者法定雇用率２％達成事業費

○「障害者雇用率２％」を達成するため、雇用の場の創出と障害者
の能力開発、就労支援を一体的に実施

目標：Ｈ２６年度 障害者法定雇用率２％達成

新

２５４百万円



39

「海の京都」づくり

「海の京都」事業費
○府北部地域を京都市観光と並び立つ質の高い観光圏へ

○京都縦貫自動車道が開通する平成２７年度をターゲットイヤー

○「海の京都」を統一コンセプトのもと、各地域の重点地区を設定

○民間主導

で持続可能性のある観光まちづくりと観光産業振興施策を総合的に実施

「海の京都」観光推進事業費

◆府北部各地域の魅力を「海の京都」の統一コンセプトのも
とに集約し、消費者にダイレクトに伝える観光プロモーション
を展開

新 ９９６百万円



◆大型クルーズ船の入港受入準備のため、大型船の係留に必
要となる係船柱等を整備 40

◆新デザイン車両「あかまつ」「あおまつ」を軸とした魅力発信

北近畿タンゴ鉄道魅力創造･発信事業費

京都舞鶴港外航クルーズ船等受入環境整備費

「海の京都」戦略拠点形成事業費

◆「海の京都」推進重点地域内での統一感を持った修景支援

・補 助 率 １５％

・補助上限額 ５００万円

・対 象 経 費 旅館外壁改修等 景観整備

「海の京都」づくり



○最大電力需要を、府内に立地する電源のみで賄うことのできる
「エネルギー自給・京都」の実現を目指す

41

実現のための３つの戦略

戦略１ ＩＣＴの活用等による新しい省エネ・節電社会の構築

→最大電力需要を 約１５～１７万ｋＷ 削減

戦略２ 再生可能エネルギーの最大限の導入確保

→再生可能エネルギーを 約２０～２５万ｋＷ導入

戦略３ 府民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定供給の確保

→コージェネ・燃料電池を活用した発電施設を 約３～５万ｋＷ導入

最大電力需要 約３３０万ｋＷ － 府内に立地する電源 約２８８万ｋＷ

＝ エネルギー自給・京都の実現のために確保すべき電源 約４２万ｋｗ

｢エネルギー自給・京都」実現
～2020年度の達成を目指す～



◆オール京都体制でエコ・エネルギー産業の創出・普及

京都エコ・エネルギー産業創出・普及事業費

□京都企業グリーンイノベーション市場参入支援
エコ・エネルギー分野を京都のリーディング産業に育成するため、

事業化や市場参入を目指す府内中小企業等を支援

○補助対象経費：製品開発費（原材料費、機械装置費、試作改修費等）

○補助率：１／２以内（上限５００万円）

42

戦略１

◆電力コスト上昇の影響を受ける中小企業の固定経費の
削減支援

中小企業緊急電力コスト負担軽減事業費 再掲

｢エネルギー自給・京都」実現
～2020年度の達成を目指す～

新

新

２５１百万円



43

｢エネルギー自給・京都」実現
～2020年度の達成を目指す～

◆未利用地を活用した中規模（５０ｋW程度）の太陽光発電の

整備支援

・条件不利地改善経費の一部を補助

・補助率 １／２以内（上限１００万円）

◆府立施設の屋根貸しによる太陽光発電の整備

府民力結集ソーラー発電推進事業費

戦略２

スマートエコハウス促進事業費

◆住宅への再生可能エネルギー導入支援（導入経費の融資）

・融資限度額 ３５０万円 ・利率 0.5% ・融資期間 10年以内

新

継

２９百万円

９７５百万円



44

｢エネルギー自給・京都」実現
～2020年度の達成を目指す～

◆LNGインフラ整備促進調査

◆日本海海洋エネルギー資源開発促進

エネルギー安定供給インフラ開発事業費

戦略３

エネルギー自立化対策事業費

◆府内の中小企業等が導入するコージェネレーション等のエネル
ギー自立化に繋がる設備の導入支援

・ 補助率 １／３以内 補助額 2,000万円以内

新

新

５百万円

１００百万円



京力農林水産発展対策

◆ブランド農産物等の品目拡大や首都圏・中京圏での販路開拓
◆第2回「九条ねぎフェスティバル」の開催

農林水産物生産・販売力強化事業費

45

◆丹後国営農地を活用した力強い農業経営者の育成(１０人 / 年）

◆府立施設等での府内産木材利用の促進

るり渓「クラフト棟」 山城運動公園「弓道場」 他

京都材率先利用促進事業費

農林水産物販売力強化事業費

農業経営実践型学舎づくり事業費

○担い手の減少・高齢化、産地間競争の激化など厳しい状況にある農林
水産業を、大規模農業経営者の育成、生産・販売力の強化、府内産木材
の利用促進等により牽引

目標生産額

㉖８００億円の達成へ

京力農場づくり事業費

◆集落営農組織等の法人化、経営多角化、６次産業化などの取
組を支援し力強い農業経営構造への転換を推進

－経営強化－

－担い手づくり－

－販売力強化－

－利用促進－

充

充

新

新

１，４４６百万円



文化承継・発展対策

◆文化財等修復機能実現調査の実施、センター構想策定

◆日本文化財保存修復推進協議会（仮称）の設置

日本文化財保存修復国際センター構想費

46

○高度な修復技術と人材が培われている京都の総合力を活かし
た世界にある日本の文化財修復に向けた拠点・人材づくり

○京都の文化芸術を世界に発信

「京都国際芸術祭２０１５（仮称）」開催準備事業費

◆現代琳派をテーマとしたプレイベント

国際芸術祭への道 「京都美術工芸新鋭展」の実施

次世代文化体験・継承事業費

○次の世代の担い手へ文化のバトンをつなぐ
◆若手演者の出演機会の創出と次世代の鑑賞機会の創出

学校派遣 ３５校

鑑賞機会 ２０事業

継

新

新 ３百万円

２６百万円

２５百万円



◆広域的なスポーツ施設整備を行う市町村を支援

◆テニスコート夜間照明、補助競技場夜間照明設置（丹波）

◆弓道場の整備、陸上競技スタンド屋根整備等設計（山城）

47

スポーツ拠点強化対策

◆丹波自然運動公園にトレーニングセンターを整備

京都トレーニングセンター（仮称）整備費

運動公園施設充実費

「夢・未来」スポーツ拠点整備費

◆測量、造成設計等の実施

専用球技場整備費

広域的スポーツ施設充実支援費

○スポーツ拠点を整備、強化し、京都のスポーツの未来を切り拓く

新

新

新

充

８９５百万円



48

みやこづくり構想

◆立地補助金により食関連企業の集積を進め「丹後あじわいの郷」を
食の拠点へ

◆安定的な流通ルートを確立させ丹後の食材を消費者に直販

丹後・食の王国構想プロジェクト推進事業費

○丹後・食の王国構想

◆韓国（浦項）との国際フェリートライアルの実施
◆大型クルーズ船の入港受入に対応した設備整備

◆府北部５市2町において「海の京都」統一コンセプトに基づく魅力
ある景観形成や観光誘客に資する設備投資に対し助成

「海の京都」観光推進事業費

京都舞鶴港・日本海側ゲートウェイ機能強化事業費

○日本海観光構想

○京都舞鶴港ﾗﾝﾄﾞﾌﾞﾘｯｼﾞ構想

再掲

充

新

充

２８百万円
(構想全体)

１０３百万円

９５７百万円



◆クラインガルテンの開設検討・農家宿泊体験型教育旅行の実施

京都丹波交流型クラインガルテン事業費

49

みやこづくり構想

◆産学連携機能と経営・技術支援を一体化した「北京都ものづくり
パーク」を設置

北京都ものづくりパーク形成事業費

◆京都「ゆラリー」サイクリングロードの整備

京都由良川回廊自転車道整備推進事業費

○北京都ものづくり拠点構想

○由良川里山回廊構想

○京都丹波食と森の交流の都構想

新

新

新

２３百万円
(構想全体)

１５０百万円

６百万円



50

みやこづくり構想

◆新総合資料館、教養教育共同化施設、植物園の整備

◆世界の日本文化財の修復の仕組み・人材づくり

◆京都太秦クリエート拠点支援
→クロスメディア時代に対応した国際展開が可能な人材育成

◆マンガ等に登場した舞台を発掘しエンタメの聖地として情報発信

日本文化財保存修復国際センター構想費

映画・コンテンツ産業推進事業費

北山文化環境ゾーン整備費

○新京都伝統工芸ビレッジ構想

○北山文化環境ゾーン構想

○京都太秦メディアパーク構想

新

充

充

３，９４５百万円

５５百万円

４８百万円
(構想全体)



51

みやこづくり構想

◆優良茶園の造成・改植支援

◆てん茶等の高級宇治茶の生産に必要な施設整備

宇治茶ブランド新展開事業費

○宇治茶の郷づくり構想

試作技術開発拠点づくり事業費

○次世代ものづくり産業創造拠点構想

◆中小企業の知的財産権（特許・実用新案）等のレベルアップ、保
護・活用

◆老舗のブランドを含めた京都ブランドを国内外に発信

知恵産業・知恵ビジネス育成事業費

○知恵産業首都構想

◆大学との連携による中小企業の試作拠点を中小企業技術セン
ター内に設置

新

充

新

５０５百万円
(構想全体)

８１百万円

５５９百万円



52

みやこづくり構想

◆エネルギーの自給が可能となる都市モデルを構築

(２５０戸へのＨＥＭＳ等の整備で１メガワットの自給を実現）

◆関西イノベーション国際戦略総合特区の要となる拠点整備

◆府大精華キャンパスの植物工場において企業等と連携し、創エ
ネ・省エネの次世代型植物工場の実証実験の実施

次世代型植物工場実用化事業費

けいはんなエネルギー未来都市づくり事業費

○学術研究・未来の都構想

○環境・アグリバイオパーク構想
新

充 ６３百万円

９９百万円



行財政改革の取組

職員数の削減（△４０人）、退職手当制度の見直し 等

○人 件 費 の 削 減 △５０億円程度

○府民ニーズに即した事業の見直し △６１億円程度

○府有資産の利活用 ５億円程度

ｽｸﾗｯﾌﾟｱﾝﾄﾞﾋﾞﾙﾄﾞの徹底（休廃止・削減257件）

◆未利用地の売却 等

○府民満足に直結しない業務の見直し△１１億円程度

業務プロセス見直し等による内部管理経費の抑制 等

総額１２７億円の改革

53



給与費の取扱い

□地方交付税削減の影響額 △１００億円
□義務教育国庫負担金 △ １５億円

①給与の削減に当たっては議会との議論、職員団体との折衝が必要であること

②国からの要請も引き下げ時期が７月以降となっていること

給与削減には今後の議論が必要なため、いわば仮置き的に計上

府債管理基金（８０億円） 緑文化基金（１２億円） 地域福祉基金（８億円）等
でとりあえず財源を確保し対応
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□京都府の対応

□上記減への対応



平成２５年２月定例会

京 都 府

提案予定の主な条例の概要

● 都市公園法に基づく都市公園の設置等の基準に関する
条例



・良好な景観の維持・向上のため、必要な改築等は可能とすることが適当

・当分の間、嵐山公園に限り、建ぺい率基準を100分の４に緩和

都市公園法に基づく都市公園の設置等の基準に関する
条例案の概要
都市公園法に基づく都市公園の設置等の基準に関する
条例案の概要

○ 国が示す基準を規定するほか、公園施設の建ぺい率基準を緩和するこ
とで、府立嵐山公園の景観の維持・向上を図る。

【 ね ら い 】

○ 建ぺい率基準を緩和するのは、都道府県初
【特 徴】

【主な内容】

国の示す基準の規定

① 府民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準は、10㎡以上とする。

② 公園施設の建ぺい率基準は、公園の敷地面積の100分の２とする。

③ 運動施設等の特定の建築物については、②の特例として、建ぺい率を
100分の10まで認める。

都道府県初

基準の緩和

・嵐山公園については、都市公園法の経過措置により、100分の２の建ぺい
率基準を超過している施設であっても、存置のみ可能（改築等は不可）

・改築等ができないため、施設が老朽化し、公園の景観を損なっている。


